
 

 

 
報告の主なポイント 

 

＜経緯＞ 

●１９９０年のイラクのクウェート侵攻以降，イラクの大量破壊兵器の問題は国際

社会の大きな懸念であり，多くの安保理決議も採択されていた。特に１９９０年

代後半以降，イラクは国連及び国際原子力機関による査察を拒否・妨害するなど

非協力的対応を続け，これに対し米英軍がイラク軍事施設を空爆するなど緊張が

継続していた。 

 

●２００１年９月の米国同時多発テロ事件の後，２００２年１月のブッシュ米大統

領（当時）の一般教書演説における「悪の枢軸」演説を一つの契機として，イラ

ク問題の緊張が高まった。 

 

●２００２年１１月には安保理決議１４４１が全会一致で採択され，イラクに対し

て武装解除の義務履行の最後の機会であること等が決議された。その後もイラク

の安保理決議違反が継続する中で，２００３年２月２４日には，米英西がいわゆ

る第２決議案を提案したが，安保理における意見対立が明らかとなり，３月１７

日（日本時間１８日），米英西は同案を取り下げ，同日，ブッシュ米大統領はイ

ラクに対して最後通告を行った。同１８日，小泉純一郎内閣総理大臣（当時）は，

米国の方針を支持することを表明し，武力行使が行われる場合はこれを支持する

と述べた。また，同２０日，米英等による武力行使開始を受け，小泉内閣総理大

臣は，改めてこれを支持する旨表明した。 

 

＜我が国の外交努力＞ 

１． 外務省としては，当初から一貫して，国連を中心とした平和的解決を目指

すとともに，国際的な連帯を確保して問題解決を図ることが重要との観点から

外交努力を行った。２００２年１月のブッシュ米大統領の一般教書演説の後，



 

 

外務省内において，総合外交政策局の総合調整の下，我が国の対応についての

検討作業が開始された。同年７月に国連事務総長の対話努力が行き詰まり，軍

事行動に向けた準備状況に関する報道等もあって，対イラク武力行使の蓋然性

が改めて高まったことを受け，イラクの査察受入れがあくまでも第一であるこ

と，そのためにも国際的なコンセンサスを形成する努力が必要であること等の

基本的な考え方をとりまとめた。これを踏まえ，米国に対しては，武力行使の

前に外交的手段を尽くすべきであり，国際的連帯が必要であるとの考え方を繰

り返し伝達するとともに，その他の関係国に対しても，イラクによる査察無条

件受入れに向けた新たな安保理決議の採択について累次働きかけを行った。 

 

２． このような働きかけもあり，２００２年１１月に安保理決議１４４１が採

択され，これを受けて我が国は，事態の平和的解決に向け，国際協調の維持と

イラクの査察受入れのための外交努力を継続して実施した。イラクに対しては，

無条件の査察受入れを粘り強く働きかけたほか，安保理メンバー国に対して，

イラクの決議履行を促すための第２の安保理決議の採択を目指すよう累次の働

きかけを実施し，さらに，イラク周辺国に対しても，総理大臣特使の派遣等を

通じ，イラクによる査察受入れの重要性について働きかけた。こうした関係国

への働きかけは，２００３年２月下旬から３月にかけて，米英等の武力行使直

前まで継続して行われた。 

 

３．  ３月１７日のブッシュ大統領による最後通告演説直後（日本時間１８日），

小泉内閣総理大臣がぶら下がりインタビューにおいて，イラクが平和の道を選ば

なければ武力行使に訴えざるを得ないとの米国の方針を支持する旨を表明し，ま

た，同インタビューにおける記者からの質問に対し，米国が武力行使に踏み切っ

た場合これを支持すると発言した。さらに，イラクが１２年間にわたって累次の

安保理決議に違反し続け，査察に対する十分な協力姿勢を示さず，平和的解決の

ための「最後の機会」を受入れない中で，２０日の武力行使開始後に，内閣総理

大臣記者会見及び内閣総理大臣談話をもって，改めて武力行使支持を表明し，併



 

 

せて緊急人道支援，周辺国支援等を含む我が国の措置を発表した。 

 

＜教訓と今後の取組＞ 

１．この期間における外務省の対応において，以下の諸点については概ね適切な対

応がなされたものと思われる。 

（１）イラク問題の平和的解決と国連を中心とする国際的連帯を重視し，関係国（特

に米国）との意思疎通を緊密にし，外交的働きかけに努力したこと。 

（２）官邸を始め，政治サイドに情報を提供し，随時必要な指示を得，また政治的

判断を仰いだこと。 

（３）総合外交政策局の総合調整の下，中東アフリカ局を始めとする関係各局間の

連携を強化し，情報収集・共有を図ったこと。 

 

２．一方，以下の諸点については，今後の外交力強化の課題として検討すべきもの

と思われる。 

（１）この時期，イラク問題が我が国の最重要外交課題の一つであるとの認識の下，

在外公館及び本省において，関連情報の収集に最大限努めていた。その中で，

大量破壊兵器の隠匿に関する情報についても，関係国政府や国際機関関係者等

から幅広く収集しており，当時は，イラクが大量破壊兵器を隠匿している可能

性があるとの認識が国際社会で広く共有されていたが，調査の結果，当時，イ

ラクに大量破壊兵器が存在しないことを証明する情報を外務省が得ていたとは

確認できなかった。 

（２）査察への全面的な協力を通じて大量破壊兵器の廃棄等を自ら証明すべき立場

にあったのはイラクであり，武力行使は，イラクが安保理決議に違反し続け，

査察に対して消極的な対応に終始したことによってもたらされたものであるが，

事後イラクの大量破壊兵器が確認できなかったとの事実については，我が国と

しても厳粛に受け止める必要がある。将来同様の事態が生じることを回避する

ためには， 

  （ア）更に多様な情報源からの情報収集能力を強化すること，また，情報分析



 

 

については，多様な情報源からの相異なる情報の比較・相互検証をより

効果的・効率的に行うために，情報分析について一層の工夫（例えば，

本省と在外公館の連絡強化，地域専門家や特殊語要員の維持・強化等）

を行うこと， 

  （イ）収集・分析した情報を外交政策に効果的に活用するために，政策部局か

らのきめ細かい情報要求等を通じて，政策担当部局と情報担当部局の一

層の連携を図ること， 

（ウ）当時の情報源のほとんどが各国政府及び国際機関関係者であったと見受

けられることに鑑み，国内外の専門家の意見や分析を一層活用すること， 

等を重視することが重要である。 

（３）「イラクにおける大量破壊兵器の存在」など，国際的に概ね認識が一致してい

たような情報といえども敢えて批判的な視点から分析し，政策の検討を行って

いくことが重要であろう。 

（４）米国はもちろんのこと，英，仏，独，イラク，イラク周辺国等との関係でも，

電話会談を含む首脳・外相レベルでの接触や総理大臣特使の派遣を始め，要所

要所で，政治レベルによる働きかけを行っている。これらの効果を一層高める

ため，特に首脳レベルを始め二国間の相互信頼関係をますます強固にしていく

必要があろう。 

（５）本件に対する国民の理解を得るための広報の重要性は早くから認識されてお

り，また，ホームページを含め種々の努力が払われてきたが，国民への説明方

法等につき，一層の改善をする余地があると思われる。        

（了） 


